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中小企業における組織化の歩みはかなり古いが，この組織化の変遷と現行組
合制度について概説するのが本小論の意図である。しかし正直にいって本小論
は中小企業団体の組織に関する法律の一部改正（昭和42年7月29日法律98号）に準
拠して協業組合制度が創設されたために旧拙論を補正したものである。
さてわが国の工業組合制度は大正14年3月30日，法律28号をもって重要輸出
品工業組合制度（輸出振興策並びに中小工業助成対策）として創設され， 同年8月
27日法令270号をもって同年9月1日から実施された。 （その後，数次の改正法律
「昭和6年4月・同8年3月・同1砕三8月・同14年4月」によって概して組合事業の拡充
が行なわれた）。
ところが昭和6年4月には制度創設当時の「重要輸出品の製造に関する工業
者」（重要輸出品工業組合法第1条）であったのが「重要工産品の製造に関するエ
業者」（工業組合法第1条）と改正され単に工業組合（中間組合制度）となった1)。
その後の商工業の組合制度は（昭和7年，商業組合の創設）， 昭和12年，統制工
業組合の創設（制度の廃止時まで実際には一つも結成されなかった）， 昭和14年，エ
業小組合の創設（昭和15年，商業小組合の創設），昭和16年，統制工業組合の創設
（同年9月の「重要産業団体令」の施行により，大工業を会員とする統制会の下部組織と
して制度化された中小工業者の組合である）， そして昭和18年，商工組合の創設（統
制組合と施設組合）へと変遷した。
統制組合は当時乱雑を極めていた工業組合， 商業組合を吸収するものであ
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り，施設組合は未だ残存するかも知れない若干の本来的な工業組合，商業組合
を工業小組合および商業小組合とともに吸収したものであった。前者は文字通
り商工業の統制を図る強制組合であり後者は任意組合であった。従って後者は
協同組合の一種であったけれども，前者はもはや協同組合とみることはできな
かった。
周知の如く第2次世界大戦後，いわゆるわが国経済の民主化が要請されたが，
それとともに戦時中に著しく統制組合化した商工組合制度（昭和18年3月12日法
律53号・商工組合法に準拠する）を一新し，新たなる構想のもとに再編成しなけれ
ばならなかった。かくして創設されたのが商工協同組合制度（昭和21年11月11日
公布・同12月1日施行の商工協同組合法に準拠する）であった。この商工協同組合法
による組合は商業，工業または鉱業を行なう者の緊密な結合により商業，工業
または鉱業の改良発達に資するため，組合員の事業の経営の合理化を図るに必
要な共同施設をなすことを目的とするものであって（商工協同組合法第1条），そ
の名の如く完全な協同組合であった。
しかし私的独占禁止法（昭和22年4月14日，法律54号）の施行に伴ない商工協同
組合が私的独占禁止法第24条に規定する組合に該当するや否や，また商工協同
組合法第1条に規定されている組合本来の精神を，現実の組合がどの程度まで
把握し実践化しているかは問題であった。そこでまず商工協同組合（統制組合を
改組したもの・施設組合より移行したもの•新たに設立されたもの等）を私的独占禁止
法の適用除外団体とすべく，また中小企業の組織化と経営の合理化を中心とし，
かつ協同組合本来の精神を実現しうる組合に改組することが必要となった。い
うまでもなく事業者団体法（昭和23年7月29日公希・即日施行）は， この組合改正
を，いよいよ必要ならしめたのである。
かくして創設されたのが中小企業等協同組制度（昭和2婢こ 6 月 1 日法律18~号・
同年7月1日施行の中小企業等協同組合法に準拠）である。当時この中小企業等協同
組合法に準拠して結成された組合は事業協同組合・信用協同組合・協同組合連合
会・企業組合の4種類であったが，その後のわが国経済の現実にかんがみ協同組
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合制度のほかに調整組合制度（昭和27年8月1日公布・即日施行の特定中小企業の安
定に関する臨時措置法，すなわち特定中小企業安定法に準拠する）が創~ 特'
定中小企業安定法は当初，昭和29年3月31日まで有効の臨時措置法であったが
独占禁止法の改正（昭和28年8月）と併行して法律が改められ，名称も中小企業
安定法（昭和28年8月1日施行）となり， この法律に準拠して結成された調整組
合制度（調整組合および調整組合連合会）は恒久化され，いわゆる協同組合制度と
、調整組合制度との二本建となった。
いうまでもなく調整組合制度が創設された目的は，当時の中小企業安定法第
1条において「この法律は，中小企業の占める重要性が極めて高い工業部門に
ついて，製品の需給が著しく均衡を失した場合において，適正なる需給調整措
置を講ずることができるようにし，もって中小企業の安定を確保し，国民経済
の健全な発展に資することを目的とする」と規定していることによって明らか
な如く，国民経済の健全な発展という全体的立場から，需給調整措置を講じ，
中小企業の安定を確保せんとするものであった。それはまた昭和28・9年の，
いわゆるデフレ不況に対処する中小企業政策でもあった。何故ならば，わが国
経済において極めて重要な地位を占めている中小企業は資本調達の不利，規模
の過小，技術・設備の非近代性，大企業の圧迫と進出および中小企業相互間の
共倒れ競争，等のために窮乏し，特にデフレ不況下に中小企業の経営は慢性的
不振を極めている現状であったからである。従って中小企業の経営を合理化
し，労働条件の改善を図り，生産性を向上せしめるとともに過当競争を排除し
て，その安定を図ることは中小ー企業政策の甚本的課題であったが，たまたま昭
和31年7月初旬の参議院選挙において，自民党と社会党が，ともに抜本的な中
小企業振興対策の確立を公約したことが契機となり，昭和32年11月14日の「第
27臨時国会」において，中小企業者の組織に関する根本法として中小企業団体
の組織に関する法律（昭和32年li月25日，法律185号）が制定された。
この「中小企業団体組織法」は中小企業者の組織に関する従来の立法を集大
成した根本法であるが，この法律は協同組合制度にういては，すべて従来の中
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小企業等協同組合法の定めるところによるものとし（中小企業団体組織法第2章第
4条），新たに事業協同小組合と火災共済協同組合を加え， かつ従来の中小企
業安定法により設けられた調整組合制度を発展的に解消せしめ商工組合制度
（商工組合および商工組合連合会，中小企業団体組織法第3章）を創設したのである。
かくして中小企業者のための組織化としての中小企業団体は，事業協同組
合，事業協同小組合，火災共済協同組合，信用協同組合，協同組合連合会，企
業組合および商工組合，商工組合連合会の計， 8種類となった。
その後，昭和38年にいたり，いわゆる経済の高度成長過程における中小企業
の経済的社会的制約による不利を是正するとともに，中小企業の進むべき新た
なみちを明らかにし，中小企業に関する政策の目標を示すために，中小企業基
本法（昭和38年7月20日，法律154号）が制定された。 この法律が中小企業の組織
化と多少関係があるのは，その第27条〔中小企業団体の整備〕であり「国は，
中小企業者が協力してその事業の成長発展と地位の向上を図ることができるよ
うに，中小企業者の組織化の推進その他中小企業に関する団体の整備につき必
要な施策を講ずるものとする」と規定していることである。
ところで，わが国は昭和30年代中頃 (34年）から貿易自由化を急ぎ， ケネデ
ィ・ラウドにも参加し，昭和42年7月1日には資本自由化へふみきり経済の開
放化を極力推進してきた。かくして国際化の進展に直面した中小企業は下請・
系列再編成， 欧米からの進出企業の圧力，発展途上国の追上げ，特恵関税問
題等，他方においては，労働力不足と賃金の上昇，需給構造の変化，等変動す
る経済環境ないし経済条件の変化に適応すべく規模の利益，合理化と近代化，
生産性の向上と高級品化を実現することが重要な課題となった。このような経
済現境のもとに創設されたのが協業組合制度（昭和42年7月29日，中小企業団体の
組織に関する法律の一部改正，法律98号）でである。 以上のような変遷を経て現行
中小企業の組合は(1)事業協同組合， (2)事業協同小組合， (3)火災共済協同組合，
(4)信用協同組合， (5)協同組合連合会， (6)企業組合， (7)協業組合， (8)商工組合，
(9)商工組合連合会の 9種類となった。なお指導団体（法律上の）としての中小
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企業団体中央会は従来通り都道府県中小企業団体中央会と全国中小企業団体
中央会（中小企業等協同組合法第7哨~)の二種類である。
以下，上記の各種組合を変遷の順序とは別に現行制度として，協同組合制
度，協業組合制度，商工組合制度に分けて概説するが，中小企業等協同組合法
を単に「協組法」，旧・中小企業安定法（昭和34年4月1日廃止）を「安定法」，
中小企業団体の組織に関する法律を「組織法」と略称する。
〔A〕 協同組合制度
中小企業等協同組合は，中小企業者が相互扶助の精神に基づき各種の共同事
業を行なうことによって，彼等の経済的便益並びに経済的向上を図ることを目
的として創設された組織ないし団体である。従って私的独占禁止法も，協組
法に準拠する組合は，これを適用除外団体として認め，同法第24条において具
備すぺき要件として， (1)小規模の事業者または消費者の相互扶助を目的とする
こと， (2)任意に設立され，かつ，組合員が任意に加入し，または脱退すること
ができること， (3)各組合員が平等の議決権を有すること， (4)組合員に対して利
益分配を行なう場合には，その限度が定款に定められていること，を挙げてい
る。この第24条の規定する要件を具備した協同組合（協組法第5条）は，いうま
でもなく適法的協同組合である。
なお中小企業等協同組合の法人格は社団法人，中間法人，私法人であるが，
しかし企業組合だけは後述する如く一つの合同企業体であるから，明らかに営
利法人である。そして組合を設立するには所定の手続を経て行政庁に届出なけ
ればならない。この届出は組合設立の準則主義から組合実態の把握が行政庁に
おいて著しく困難となった欠陥を補正するものであることはいうまでもない。
(1) 事業協同組合
事業協同組合は中小企業等協同組合法によって設立される各種組合のうちで
最も基本的なものであり，かつての工業組合，商業組合，戦時中の施設組合，
終戦後の商工協同組合を継ぐ現行組合制度の中心をなすものである。事業協同
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組合の行ないうる事業の種類は以下の通りである。 （協組法第9条の2)
1 共同施設（生産，加工，販売，購買，保管，運送，検査，•その他組合員の事業に関
する共同施設，等）
2 組合員に対する事業資金の貸付および借入（事業資金の貸付，手形の割引，事業資
金の借入，債務の保証および債権の取立，等）
3 組合員の福利厚生施設（経営可能の事業として明文により規定されている点に特長
がある。娯楽慰安の設備，医療施設，新聞，雑誌，図書の閲覧施設，保険事業，等）
4 教育，啓蒙ないし情報の提供（経営，技術等の講習会の開催，先進地の視察，見本
品の蒐集，調査研究機関の設置，知識の普及を図るための教育および情報の提供，等）
5 組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結（この場合の団体協約の締
結とは，組合が組合員の総意に基づいて団体交渉をなし，第三者との間に定められた
取引条件の効力が直接組合員におよぶ契約である）
6 附帯事業（附帯事業とは，例えば保管のための倉庫建設に必要なる土地を購入ずる
行為，事業資金の貸付に関連して抵当流れの財物を取得し管理する行為，その他組合
事業遂行に必要な権利の設定，取得に関する行為，等）
なお保管事業を行なう組合は倉荷証券の発行（運輸大臣の許可を受けなければなら
ない）または法令の定むるところにより事業協同組合は組合員の取扱商品について商
品券を自由に発行することができる（協組法第9条の7の3)。
事業協同組合は事業を行なうことによって組合員に直接の奉仕をするもので
あるから，当然事業を行なう場合に必要な費用を徴収しなければならない。徴
収の方法は経費の賦課または手数料および使用料の徴収である。前者は収入の
伴わない事業に要する費用の徴収方法であり，後者は収入を伴う事業に要する
費用の徴収方法であって，後者は定款の定めるところによって徴収するのであ
る。
(2) 事業協同小組合
事業協同小組合は，昭和33年4月1日施行の改正協組法に基づいて新たに創
設された零細企業者（組合の地区内において主として自己の勤労を中心として商業，
工業，鉱業，運輸業，サービス業その他の事業を行なう者であって，概ね常時使用する従
業員の数が5人「商業またはサービス業を主たる者については2人」を越えないもので定
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款で定めるものである）の協同組合である。事業協同小組合は，その目的，共同
事業，特典など，性格的には殆んど事業協同組合と同様である。この組合は零
細企業者の組織化対策の積りであろうが，その効果は疑問である。効果の如何
は政府が税制上，金融上，如何なる程度の特別措置を講じるかにかかってい
る。すなわち政府は，税制，金融上，特別の措置を講じなければならないこと
になっている点が特徴である（協組法第23条の3)。
(3) 火災共済協同組合
火災共済協同組合は，事業協同小組合と同じく協組法の改正で新たに創設さ
れた組合で，その目的は組合員の財産について発生するおそれのある火災によ
る損害を填補する火災共済事業およびこれに付帯する事業を行なうことである
が，またこの組合は組合員と生計を一つにする親族または組合を直接もしくは
間接に構成する者のためにも，同様の火災共済事業を併せ行なうことができる
（協組法第9条の7の2)。なお連合会の事業は再保険である（協組法第9条の9お
よび第1項3号）。そして火災共済協同組合の組合員たる資格者は事業協同組合
のそれと殆んど同じである。すなわち組合の地区内において商業，工業，鉱
業，運輸業，サービス業，その他省令で定める事業を行なうすべての小規模の
事業者 （その地区が全国にわたる組合にあっては，これらの事業者のうち，定款で定め
る一つの業種に属する小規模の事業者）である（協組法第8条の3)。
火災共済協同組合の設立には組合員が1,000人以上か必要であり，また出資
金200万円以上でなければ設立することができない（協組法第24条，第25条）。な
お火災共済協同組合が共済契約者 1人について締結できる共済金額の最高額
は，行政庁の許可を受けた場合を除き， 150万円を越えることができず，同時に，
その火災共済契約を締結する事業年度終了日における法定の各種の額（出資金
額，法定準備金額，責任準備金のうち一定額，任意準備金額，地方公共団体または金融機
15 関が，その組合のために支払を保証した金額）の合計額の一ーに相当する金額を越100 
える契約を締結することができない（協組法第9条の7の3)。 かくの如き制限
のほかに，保険基金，すなわち余裕金の運用方法についても法律によって制限
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されている。また組合の地区は，省令で定めるすべての小規模事業者を組合員
とする組合にあっては一つの都道府県の区域の全部であり，定款で定める一つ
の事業に属する事業を行なう小規模事業者を組合員の資格とする組合にあって
は，その地区は全国である（協組法第26)。
その他，火災共済協同組合には商法第 3篇，第10章，第 1節第 1款（第650条
第1項および第664条を除く） （損害保険の総則）および第2款（火災保険）の規定，
保険募集の取締に関する法律（昭和23年，法律171号）の規定並びに保険業法第8
条（報告徴集・立入検査），第9条（業務等の監督命令） 第10条第2項（定款の変更
命令）および第12条（役員の解任権等）の規定が準用されるのである（協組法第9
条の7の5'第106条の3)。
さて火災共済協同組合の創設は事業協同小組合と異なり重要な意義をもって
いる。何故ならば既に昭和24年「現行協組法の制定に際し，法案には保険協同
組合制度の創設が盛られていたが，国会での審議中に削除されたことがきっか
けとなり，組合員の福利厚生事業として，各地の事業協同組合が火災保険事業
を行なうようになり，その効果にはみるべきものがあるし，大蔵官僚も火災保
険会社の利益のために弾圧することもできず，火災共済協同組合の公認となっ
たものでありい」それだけに運営が慎重であるならば，その発達が充分に期待
されたからである。
(4) 信用協同組合
信用協同組合は原則として市街地信用組合法（昭和18年3月1日公布・法律45号
•同年 4 月 1 日施行・同25年 1 月 1 日廃止）に準拠して設立された信用組合を承継
する相互金融組織の組合である。端的にいえば中小企業者の金融難を組合によ
る相互金融によって解決せんとするものである。従って信用協同組合は組合員
のための組合ではあるが同時にそれは金融機関であるから，かつての市街地信
用組合とほぼ同様の内容をもつ組合であって他の事業の兼営は認められず，専
ら信用事業（金融事業）のみを単営する特殊の性格をもつ組合である。
組合が「単営主義に立つ理由としては， (1)組合が他の事業を兼営すれば，組
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合員の預金が他に利用され，組合員に融通する資金に不足をきたして相互金融
の趣旨に反する結果となる， (2)組合員の預金が他の事業に利用されることは，
その事業の失敗または経済界の変動により預金者に重大な損失と迷惑を与える
おそれがある， (3)金融事業には専門的知識を必要とし；他の事業との兼営は不
適当である， (4)金融的支配によって組合事業の利用を強制するにいたるおそれ
がある，等が挙げられているa)。」
信用協同組合の営みうる事業は以下の如くである。
I 信用協同組合の必要事業（協組法第 9 条の 8 条• 第1項）
（イ） 組合員に対する資金の貨付
（叫 組合員のためにする手形の割引
料組合員の預金または定期預金の受入
目 前各号の事業に付帯する事業
2 信用協同組合の任意事業（同法第9条の8. 第2項）
（イ） 金融機関の業務の代理
（口） 前号の規定により貸付の事業の代理をする場合において，その貸付によって生
じる債務の保証
り組合員に対する有価証券の貸付
目 組合員以外の者の預金または定期積金の受入
伸） 前号に掲げる者に対する預金または定期積金を担保とする資金の貸付
なお信用協同組合の組織並びに経営の適否は単に組合員が重大な関心をもっ
のみならず，第三者に対しても影響するところが大きい。従って本組合に対し
'は中小企業等協同組合法中においても特別の取扱をなす規定（協組法第7条第2
項，同•第10条第 3 項，同・第24条第 2項，同•第29条第4 項，同•第55条第 3 項および
第5項）がある他， 「協同組合による金融事業に関する法律」を制定し，現行
銀行法中の多数の規定を準用している。なお信用協同組合を設立して事業を営
むには大蔵大臣の免許を受けなければならtよい（協同組合による金融事業に関する
法律第2条）。
(5) 協同組合連合会 ，?
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協同組合連合会とは各組合を構成単位として組織される文字通りの連合会で
あって，それは各組合の力を結集して中小規模の単位組合では達成し難い事
業，或は経営能率を一層発揮して協同組合本来の目的実現を促進せんとするも
のである。
協同組合連合会の会員たる資格を有する者は，以下に掲げる者であって定款
、の定める者である（協組法第8条第5項）。
1 連合会の地区の全部または一部を地区とする組合（企業組合は会員になれない。
企業組合が加入しうるのは事業協同組合である。）
2 連合会の地区の全部まは一部を地区として他の法律に基づいて設立されたる協同
組合……従って現行制度たる他の協同組合（農業協同組合，水産業協同組合，消
費生活協同組合）は中小企業協同組合連合会へ加盟することが可脂である。
協同組合連合会の事業は所属員（単位組合および会員たる組合の組合員，しかし信
用組合連合会においては，その信用事業につき，これを構成する会員のみを対象とする）
のために行なうのを原則とする。その事業は殆んど単位組合の事業と同様であ
る。
(6) 企業組合
企業組合は，組合員が資本と労力を組合に提供し，かつ組合員は組合の従業
員となり，その事業は組合自ら行なうといぅ，すなわち組合員の個別事業を否
定し，これを組合の事業のうちに吸収する一つの事業体となることを趣旨とす
る特殊の協同組合である。
企業組合が一つの事業体として存在する点では殆んど会社と異ならない。た＊
だ会社という名称を使用しないで法的に組合という名称（協組法第3 条•第 4項
第6条第4項）を使用するに過ぎないのである。けれども企業組合は会社ではな
い。それは中小事業者および勤労者が協同組合の精神的基盤に準拠して組織し
運営するものである限り，やは協同組合の一種である。端的にいえば特殊の組
織をもつ協同組合である。いまこの点を法律適用関係においてみれば，その主
要なものは以下の諸点である。
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1 企業組合の組合員たる資格を有するものは自然人たる個人である（協組法第8条
第6項）。 個人であれば事業者である必要はない。勤労に従事する者でもよい。
他の協同組合には法人でも加入セきるが，企業組合では自然たる個人より加入で
きない。
2 企業組合は一つの事業体として事業者個人と同一系列におかれるから，他の協同
いるが，しかし協同組合連合会の会員たる資格は組合の組合員たる資格を有して ' 
認められていない（協組法第8条第5項第1号）。
2 3 組合員の一以上は，組合の行なう事業に従事しなければならない。また組合の行3 1 . . 
なう事業に従事する者の一以上は，組合員でなければならない（協組法第9条の2 
11の第 1 項• 第2項）。また組合の総出資口数（現金出資でも現物出資でもよい。
実際は殆んど現金出資が多い）の過半数は従業組合員によって保有されなければ
ならない（協組法第10条第6項）。 これらは企業組合の結成に当り具備しなけれ
ばならない 2要件である。
4 企業組合では組合員が事業主体として存在しないから，当然組合員は総会の承認
をえなければ，自己または第三者のために組合の部類に属する取引をしてはなら
ないし（協組法第9条の11.第3項）， また組合員が前項の規定に違反して自己
のために取引をしたときは，組合は総会の議決により，これをもって組合のため
にしたものとみなすことができる（協組法第9条の11.第4項）。 かように企業
組合は，自ら第三者と取引するものであって，組合員との取引関係は原則として
生じないから組合員に対し使用料，手数料の徴収および経費を賦課することがで
きない（協組法第12条第1項）。
5 組合員の受ける給与は所得税法中の給与所得または退職所得とされる（協組法第
23条の2)。 また剰余金の配当は年1割以内とされ，その順位は出資配当とし，
剰余金あるときは組合の事業に従事した程度により分配される（協組法第59条第
2項）。 このことは企業組合として当然のことである。
6 その他企業組合は地区を設定する必要もなく，また組合員が少数であることが予
定されるから総代会制をとることがで、きない（協組法第55条第1項）。
かように企業組合は特殊の協同組合である。なお注意すべきことは企業組合
は本来，単一業種の組合であるのを当然とするが，なかには異業種の組合，す
なわち総合体（無関連多業種組合）のものが存在していることである。これは当
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初予期しなかった形態で理論的には邪道である。けれども授信能力の増大，季
節的資金需給の調節，その他から，あながち軽視するをえない点もある。この
総合企業組合の問題をいち早く取り挙げられたのは，磯部喜一博士であった。
当時， 「この総合企業組合の将来の在り方としては，多数の単業種企業組合の
連合体である4)」と指摘されている。
ところで業界における以上の各種協同組合の設立活動は甚だ盛んである。、し
かしその運営および活動面では必ずしも充全ではない。その原因は多いが，要
約すれば中小企業の協同組合的組織化に対する無自覚および非協力性，組合指
導および育成に対する適任者と特別の保護育成対策の不足，等である。
わが国では協同組合運動が中小企業政策として中小企業の自力更生の根幹を
なすという考え方が一貫しているが，協同組合的組織化にも一定の限界がある
ことを知らねばならない。端的にいえば（イ）組織構成上における限界，（口）協同化
における資本と出資の限界，か）組織の機能的限界，目組織の運営上の限界，．（ホ）
協同化の社会経済的限界，等である。
〔B〕 協業組合制度・
協業組合制度は既に述べた如く中小企業団体の組織に関する法律の一部改正
（輝琺第2章の2) により創設されたもので，協業組合の目的は， 「中小企業
者の生産，販売その他の事業活動についての協業を図ることにより，企業規模
の適正化による生産性の向上等を効率的に推進し，その共同の利益を増進する
ことにある。」 （緞懺法第5条の2) 換言すれば中小企業者の事業活動を協業化
して経営の合理化・近代化を図り中小企業の構造改善を実現せんとするもので
ある。いうまでもなくわが国経済の国際化の進展に当面して中小企業は，その
発展と経営の安定を図るには構造改善を必要とする。ここに構造改善に取り組
むべき問題としては，先ず機械化，取引の大型化，生産性の向上，高級品化，
等があるが，この場合，中小企業者が協業化し相互に力を合わせて設備近代
化，事業規模の適正化を図り，規模の利益を追求することが最も必要にして有
12、
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効な方法である。それでは協業組合が従来の事業協同組合および企業組合と異
なるところは如何なる点であるか，この点を要約して述べよう。
今日，共同化，協同化，協業化なる語が無造作に使用されているが，協業組
合は既存の協同組合や企業組合では処理できない点，たとえば共同設備の員外
者利用の制限 (30彩）， 加入脱退の自由，組合員の資格問題，議決権や選挙権
の1人1票性，等のいわゆる協同化の壁を除いて協業化しやすいように改めら
れたものである。すなわち協業組合の主要な内容は， (1)中小企業が4人以上ま
とまれば設立できる（第5条の13)。 (2)組合員の出資は 1人で 50彩までできる
（第5条の9)。(3)議決権および選挙権は出資に比例してtまで認められる（第5
条の9,10)。(4)大企業の参加も認められる，この場合は総組合員のiまでとす
る（第5条の6)。(5)剰余金は出資に応じて配当できる（第5条の20)。 (6)組合
外の競業を禁止する（第5条の8)。 (7)その他員外利用は制限しない，等従来の
事業協同組合や企業組合に比して「企業性」と「連続性」および「統合性」を
持たせているのが著しい特色である。
。いうまでもなく協業組合を設立するには発起人が創立総会後遅滞なく主務大
臣の認可を受けなければならない（第5条の16・17)。この際の認可基準は協業
計画および事業計画の内容が技術の向上，品質の改善，原価の引下げ，能率の
増進その他生産性の向上に寄与するものとなっている（第5条17)。
昭和43年春頃に協業組合を設立または既存の協同組合，企業組合から組織替
をしようとするものが全国で70件余であるといわれていた。もとより組織替の
場合には税制，金融面での特典（組合員が現物出資したときは課税の繰り延ぺ，指定
業種の場合の割り増し償却，中小企業振興事業団の融資対象となること，等）が与えら
れることになっている。
今後，協業組合が如何なる進展と効果をあげるかは不明であるが，競争が国
際的になり，競争力のために産業再編成が進行している現在，中小企業の協業
化による規模の利益の追求は，いわば時代的要請であるといえる。しかし協業
組合にも諸種の限界が存在するであろう。端的にいえば（イ）独善的な経営者意識
13 
712 爛西大學 r網演論集」第18巻第6号 、
による限界，（口）経営管理上の限界，か）業種別および技術上の限界，（二）資本，出
資金調達上の限界，等である。
〔c〕 商工組合制度
商工組合制度（昭和33年4月1日施行）は既述の如く旧・ 中小企業安定法によ
り創設された調整組合制度の発展的解消として，昭和32年に制定されたる中小
企業団体組織法に準拠して，中小企業者（組織法における中小企業者は協組法の場
合と殆んど同じであるが若干違っていることを注意しなければならない。組織法第5条）
その他の者が協同して経済事業を行なうために必要な組織または中小企業者が
自主的に事業活動を調整するために必要な組織として設けられたものである。
この制度の究極の目的は，それらの者の公正な経済活動の機会を確保し，経営
の安定を図り，国民経済の健全な発展に資することにある（組織法第1条）。組
織法の規定する主要な事業内容は以下の如くである。
第1'工業，商業，サービス業その他すべての業種にわたって中小企業者が
一定の不況要件を備えるときは商工組合を設立することができること。第2,誤
立せられた商工組合は調整事業のみならず共同経済事業をも併せ行ないうるこ
と。第3'商工組合は組合交渉を行ないうること。第4'商工組合の員外者を規制
する手段として加入命令の制度と事業活動規制命令の制度が設けられたこと。
この制度がかつての調整組合制度と異なる一つの特徴は、 「商工組合が調整
事業儘織法第17条第1項）の他に， これと併せて共同経済事業（組織法第17条第
2項）をも行なうことができるようになったこと，これによって調整組合と事
業協同組合との二重設立のわずらわしさが除かれたばかりでなく，商工組合と
しては過当競争の排除による経営の不安定の克服と経営の合理化という現下の
中小企業に課せられた二つの目的を，同時にまた相関連せしめて遂行しうるこ
ととなった点である。5)」 もとより過当競争の排除による経営の不安定の克服
と経営の合理化が，この制度によって達成されるか否かは保証し難いが，中小
企業だけをもって，或は中小企業者をその主たる構成員として，不況事態の克服
14 
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のために必要な調整事業を主として行なう目的で結成される組合は商工組合と
商工組合連合会（以下単に連合会と称する）である。この組合も原則として独占禁
止法第24条の適用除外で，この措置をうるために組合が備えなければならない
最小限度の要件は， (1)営利を目的としないこと， (2)組合員または会員（以下組
合員）が任意に加入し， または脱退すること， (3)組合員の議決権および選挙権
｀ は平等であること，なお組合は特定の組合員の利益のみを目的として，その事業を行なってはならないし，また組合は特定の政党のために利用してはならな
い（組織法第7条，政治的中立主義），等である。組合の法人格は協同組合の場合
と同じで，社団法人，私法人，中間法人である。この組合を設立するには所定
の設立手続を経て主務大臣の認可をえなければならない。この場合の主務大臣
の認可については，いわゆる法規裁量主義をとり，一定の基準に該当している
ものは認可されることになっている。
さて商工組合が設立されるには以下の四つの設立要件が充足されなければな
らない。
(1) 不況要件（組織法第17条）
一定地域において一定の種類の事業を営む中小企業者の競争が，（イ）正常の程
度を越えて行なわれているため，その中小企業者の取引の円滑な運行が阻害さ
れており，その結果，中小企業者の相当部分の経営が現実に著しく不安定とな
っている場合，（口）または著しく不安定となるおそれのある場合。
(2) 地区重複の禁止要件（組織法第10条）
資格事業 （組合員の資格として定款で定められたる事業） の全部または一部が同
ーである商工組合の地区が相互に重複することの禁止。
(3) 組合員たる資格要件（組織法第11条）
原則として中小企業者によって組織されるものであるが，調整事業の実効を
確保するために必要があるときは，定款の定めるところによって中小企業者以
外の以下の二つのものに対しても組合に加入しうることができる。
（イ） その地区内において資格事業を営む者であって中小企業以外のもの，す
15 
714 闊西大學「純演論集」第18巻第6号
なわち大企業（組織法第11条第1号）。
（口） 事業協同組合，事業協同小組合，協同組合連合会，企業組合，協業組合，
商工組合，商工組合連合会，農業協同組合，農業協同組合連合会，水産業協同
組合，森林組合または森林組合連合会であって，その地区内における資格事業
（その資格事業が，これらの団体の種類ごとに政令で定める業種に属する場合） に限る
（組織法第11条第2号）。
(4) 構成上の計数的要件（組織法第12条）
（イ） 商工組合は，組合員たる資格を有する者のい以上が組合員となるのでな
ければ設立することができない。
（口） 中小企業以外の者が加入することができる商工組合は，全国におけ事業
活動の相当部が中小企業によって行なわれている事業を資格事業とするもので
あり，その地区内における組合員たる資格を有する者§以上が中小企業者であ
り，かつ組合員の§以上が中小企業者であるものでなければ設立することがで
きない。
次に商工組合連合会の設立要件（組織法第13条より16条まで）
(1) 連合会を設立することができる場合（組織法第13条）は以下の二つの場合
である。
（イ） 連合会は資格事業の全部または一部が同一である商工組合が，その同一
である資格事業について総合調整するのでなければ設立することができない
（通常の場合）。
（口） 連合会は，その行なう調整事業の総合調整を行なうので：ょければ第9条
の不況事態を克服することが困難であると認められる商工組合が，その調整事
業の総合調整を要する資格事業についてするのでなければ設立することができ
ない（特殊の場合）。
(2) 地区（組織法第14条）は原則として全国でなければならない。例外として
都道府県の区域によることができる。
(3) 地区重複の禁止（組織法第15条）は商工組合の場合と同じ趣旨である。
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(4) 構成上の計数的要件（組織法第1咳~)。
連合会は，会員たる資格を有する商工組合の§以上が会員となるのでなけれ
ば設立することができない。
＾ 1 商工組合の事業、一
商工組合の行なう事業は調整事業と共同経済事業とに大別されるが，後者は
協組法に基づく事業協同組合が行なう事業と内容的に同じものであるから，こ
こでは省略し，前者の調整事業について述べることにする。
調整事業は商工組合が不況事態の克服を目的として，主務大臣の認可を受け
て，その組合員の行なう生産（加工を含む），販売またはサービスの提供に関す
る事業活動の実質に対して，各種の制限行為を加えることによって，組合員相
互間の過当競争を排除し，経営の不安定を克服しようとするために行なうとこ
ろの制限行為（組織法第17条）であり，その性格はカルテル行為に該当するもの
である。
＾ 2 商工組合連合会の事業、一
・ 商工組合連合会の事業は総合調整事業，すなわちその会員たる商工組合が行
なう調整事業の全部または一部について総合調整および付帯事業を行なうこと
である。 「連合会の総合調整の内容，方法等は商工組合の調整事業と同様のも
のであると解してよい。けれども組合構成上の相違から統一的制限措置を採る
ものであり，この場合，総合調整は商工組合の調整事業を制約するものであっ
て，商工組合の組合員は自己の属する組合の調整事業に服す・るものである6)。」
いうまでもなく調整事業を実施しようとする場合には，組合の調整事業の実
施内容を定めた調整規定を決め，所定の手続（組織法第23条）を経て主務大臣に
提出し，その認可を受けなければならない（組織法第18条）。そして主務大臣が
調整規定を認可しようとする場合には，公正取引委員会に協議することが必要
であり（組織法第90条第2項）， また調整規定の内容が価格の制限に関するもの
である場合にほ，公正取引委員会の同意をうることが必要である（組織法第91条
第1項）。 しかして主務大臣は調整規定の認可の申請を受理した日から 2ヶ月
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以内に，認可または不認可の通知を発することになっている（組織法第2啜ミ）。
なお主務大臣の調整規定の認可要件は， (1)不況事態を克服するために最少限度
を越えないこと， (2)不当に差別的でないこと， (3)一般消費者および関連事業者
の利益を不当に害するおそれがないこと（組織法第19条第4項），等である。
更に商工組合制度について理解しておくべきことは，需給調整という調整活
動の完璧を期するためのアウトサイダー（員外者）に対する加入命令（組織法第
5漆）と事業活動規制命令僑恥巌法第5咳~. 第57条）および設備新設制限命令（組
織法第5賤~)についてである。 これらはいずれも公共の福祉の要請により，い
わば緊急事態を回避するために国家権力を発動する制度である。すなわち加入
命令は，商工組合の調整活動が員外者たる中小企業の事業活動によって阻害さ
れている場合に，これらの員外者を組合に加入させ，その後は商工組合の自主
的な調整活動によって事態を克服しうると認められたときに，主務大臣が一定
の要件のもとに，員外者たる中小企業者に対し，その商工組合への加入を命ず
ることによって，商工組合の調整活動に従わしめることを定めたものである。
011入命令は商工組合による自主調整方式で，員外者たる中小企業者の組合への加入義務
を定めたものである。）
これに対し事業活動規制命令は，商工組合または連合会の調整活動が中小企
業者以外の員外者の事業活動によって阻害されているか，或ば組合または連合
会の内部統制力が弱いために自主調整の実効を挙げえない場合に，主務大臣
が，一定の要件のもとに，その調整規程または総合調整規程の内容を掛酌して
一定の制限を決め，同業者のすべてに対し，その制限に従うべきことを命じう
ることを定めたものである。 （事業活動規制命令は商工組合による自主調整方式を断
念せざるをえない場合，または不況事態の克服を阻害している要因が組合の地区外の同業
者の事業活動であったり，或は地区内の員外者たる大企業の事業活動であったりする場合
に，国家，具体的には政府が，官治調整方式として決める員外者規制命令である。）
次に設備新設制限命令とは，政令で定める資格事業につき，事業活動規制命
令によって生産設備の制限を命ずる場合，または命じた後において，特に必要
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があると認めたとき主務大臣は規制命令の有効期間中に限り，その命令に係る
地区内における同業者（大企業および組織法第11条第2号の政令指定団体を含む） の
すべてに対し，その生産設備の新設の制限または禁止を命ずることをいう。端
的にいえば生産設備の増加を絶対的に一定の規模に抑制せんとする効果を意図
する命令である。
さて以上の加入命令，事業活動制限命令および設備新設制限命令は，その内
容方式において自主的，官治的，或は民主的，官僚的，等，多少の相違はある
が，いずれも憲法に保障された営業自由の原則を制限するものであるから，制
限命令の諸要件（形式的要件と実質的要件）は厳格に規定傭腿観去第55条•第5咳と・
第58条•第59条等）されているほか，主務大臣の命令の手続においても， (1)聴聞
を行なって広く一般の意見をきかなければならない（組織法第60条）， (2)中小企
業安定審議会に諮問しなければならない債識法第73条第2項第2号）， (3)公正
取引委員会に協議しなければならない~法第90条第2項）， 等が規定されて
いる。
なお商工組合制度に対する政府の監督は，協同組合制度における監督と比較
すると，やはり商工組合の性質上，必然的に厳しくなっており，主務大臣の監
督は概ね下記の如き形で発動されることになっている。すなわち（イ）業務改善命
令，（口）役員の解任命令，料解散命令，（二）決算関係その他の報告徴収，（ホ）立入検
査，付不服の申立に関する処理，等である。
更に補足すべきことは，．一定の要件を備えた場合には，事業協同組合より商
工組合（出資制）へ，また商工組合（出資制）より事業協同組合への移行，および
商工組合制度については出資制，非出資制の二つが認められており，調整事業
のみを行なう組合（商工組合・同連合会）は非出資制であり，共同事業を行なう組
合は出資制，非出資制のいずれをもとることができる⑱固衡去第34条•第35条）。
これは明らかに非出資組合より出資組合へ，逆に出資組合から非出資組合へ
の移行が認められていることである。しかしこのことをもって協同組合と商工
組合の統合，従って協同組合法と団体組織法の統合が完成しているとはいえな
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い。著しく統合が試みられているけれども，実質的にはやはり二本建制である。，
さて商工組合が「調整事業の効果を収めるためには， (1)過剰生産能力 （一定
の設備を前提とする短期の過剰生産ではない）の除去， (2)需要増大の促進， (3)流通
面の組織化， (4)調整事業に必要な金融措置，等が必要である 7)。」 これらの諸
措置が採られなければ調整事業の現実的な効果は充全たりえないのである。
以上，中小企業における組織化の変遷と現行組合制度について関係法規を中
心に概説したが，いま組織化を広義に解すると，その目的において異なるが，中
小企業の下請・系列化も，大企業ないし独占資本による中小企業の「下請・系
列的組織化」にほかならない。もとより現実に下請・系列化されているのは上
層の優良な中小企業，換言すれば近代化や合理化の若干進んだ中小企業であ
り，これらは最近では専属下請工場化しているが，下請・系列化は不況過程で
は後退し，また貿易自由化や資本自由化による産業再編成の過程では，しばし
ば下請・系列再編成が行なわれて激動している。
なお商工会議所（全国360カ所）とは別に，全国各市町村に約2万数百の「商
工会」という中小企業者の互助機関があったが，昭和35年，小規模事業者の経
営全般についての指導と改善を図るために新たに商工会の組織等に関する法律
（昭和35年5月20日，法律89号）を制定し商工会および商工会連合会を設け地域的
に零細企業を組織化している。この商工会法による組織化の特色は，これまで
の小規模の商工組合や企業組合が，いずれも業種別組織であるのに対して地域
別組織であるという点である。
ところで上述の如く目的は異なるが，中小企業の組織化がかくも集中的に促
進されるようになったのは，明らかに最近の中小企業政策および中小企業問題
の著しい特色の一つであると考えられる。それでは何故に中小企業の組織化が
かくも集中的に促進されるのであろうか。結びにかえて，私見を要約しよう。
中小企業の組織化が集中的に促進されるのは，最近のわが国経済における産
業構造高度化過程に生ずる， (1)産業構造の傾斜的発展（大企業と中企業の不均衡
的発展）， (2)過剰生産の進展およびその危険性から生起する経済的不安定， (3)
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中小企業に固有なる窮乏の事実（大企業の圧迫とそれへの隷属性並びに中小企業の濫
立・共倒れ競争による窮乏）， (4)国際化の進展に伴う中小企業の構造改善，等が
中小企業を集中的に組織化へと駆り立て，これを政策主体や独占資本が促進し
ているものと考えられるのである 8)。しかし端的にいえば，わが国における中
小企業の組織化は中小企業者の自覚に基づく自主的な組織化であるというより
は官僚指導的な組織化であるという感が深いし，それだけに組合設立活動の活
発化に比して，その効果は充全であるとはいえない。このことは最近の組合設
立・解散状況から窺うことができる 9)。従って組織化に対する中小企業者の批
判的な自覚が必要である。
1)組合を結成し，．またはこれに加盟しようとする関係者の意志の自発性の有無から組
合制度を三大別することができる。
（イ） 強制組合制度（国家が関係者「当該工業に従事する業者」をして法的・強制的に
組合を結成せしめ，或は彼等をして法的・強制的に組合へ加盟せしめる制度）
（口） 任意組合制度（組合の結成および組合への加盟をすべて関係業者の自由意志に委
ねて，国家が法的に強制しない任意加入の組合制度）
り 中間組合制度（組合の結成および組合への加盟の任意制を建前とするが，ときに
アウトサイダー並びに組合統制に服従しないアウトサイダー的組合員に対して，国
家が一定の義務を課しうるという，前二者の組合の中間に属する組合制度）
以上の 3種の組合制度とその国民経済的背景については磯部喜一著「協同組合」昭
和40年， 13~36頁に詳述されているc
2)磯部喜ー著，前掲書， 201頁。
3)稲川宮雄著「中小企業等協同組合の解説」昭和25年， 257頁。
. 4)磯部喜一編「中小企業の組織化」中小企業叢書I,昭和28年， 129~137頁，参照。
5)川上為治著「中小企業団体組織法の解説」昭和33年， 73~74頁。
6)同上， 90頁。
7)末松玄六著「中小企業の経営学」昭和34年， 379~382頁。
8)松原藤由著「工業経済学の基本的問題」昭和42年， 273~276頁。
9)…………ここ．に参考までに組合設立解散状況（昭和43年6月中）をみれば次の通り
である。（資料は商工組合中央金庫「商工金融」第18巻• 第8号・ 1968年により作成）
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組合設立解徹状況
5 月末 6 月
（△印は減）
中 6 月末
組 ムロ 種 別
設立 1解散 1増減現在数 現在数
事業 協 同・ 組合 39,193 147 23 124 39,315 
同 上 連 A ロ メコ 506 2 ゜ 2 508 事業協同小組合 27 ゜゜゜ 27 同 上 連 ム口 ム云 ゜゜゜゜ ゜火災共済協同組合 37 ゜゜゜ 37 同 上 連 ムロ A 云 1 ゜゜゜ 1 信 用 協 同 組合 543 ゜゜゜ 543 同 上 連 ＾ ＇ 会 3 ゜゜゜ 3 企 業 組 ムロ 8,990 5 18 △ 13 8,977 
小 計 I 49,3001 1541 叫 1131 49,411 
協 業 組 ムロ 56 18 ゜18 74 商 工 組 A ロ 956 2 ゜ 2 960 同 上 連 ムロ ムコ 28 ゜゜゜ 28 小 計 I 1,0101 20J ol 20j 1,062 
ムロ 計 I 50,3101 1741 叫 1331 50,473 
